様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2021年　　1月　　7日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）ていえちけー
                              　一般事業主の氏名又は名称 ＴＨＫ株式会社
（ふりがな）てらまちあきひろ
                              （法人の場合）代表者の氏名 寺町彰博    印
住所　〒108-8506 　東京都港区芝浦２－１２－１０

法人番号　3010701006176　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	アニュアルレポート2019


	公表日
	　　　　2020年6月2日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	アニュアルレポート2019（P5）
https://www.thk.com/sites/default/files/documents/jp_pdf/ir/library/annual/2019/AR2019_complete_J.pdf

	記載内容抜粋
	AI、IoT、ロボットをはじめとする新たなテクノロジーを販売、生産、開発などのあらゆる面で徹底的に活用することにより、ビジネスの進め方や仕組みを変革すべく「ビジネススタイルの変革」を成長戦略の柱として掲げ、さらなるビジネス領域の拡大を図っている。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	機関承認された方針に基づき作成した内容である。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	アニュアルレポート2019


	公表日
	　　　　2020年6月2日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	アニュアルレポート2019（P8～P11）
https://www.thk.com/sites/default/files/documents/jp_pdf/ir/library/annual/2019/AR2019_complete_J.pdf

	記載内容抜粋
	お客様向けコミュニケーションプラットフォーム「Omni THK」、製造業向けIoTサービス「OMNIedge」、「THK DXプロジェクト」など、あらゆるデジタル技術を活用した取り組みの推進によるビジネス領域の拡大


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	機関承認された方針に基づき作成した内容である。




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	アニュアルレポート2019（P13～P14）
https://www.thk.com/sites/default/files/documents/jp_pdf/ir/library/annual/2019/AR2019_complete_J.pdf

	記載内容抜粋
	・THKグループ内のあらゆる拠点・部署におけるITを活用した取り組みを包括的にまとめ、今の時代に合った顧客満足度を高めるべく、「THK DXプロジェクト」を推進。
・「OMNIedge」や「Omni THK」など、IoTやAIなどのデジタル技術を駆使したサービスにより、社会やお客様に対するイノベーションを実現すべく、IOTイノベーション本部を、2020年1月に新設。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	THK サステナビリティレポート2020(P32)
https://www.thk.com/sites/default/files/documents/jp_pdf/company/csr/2020/THKcsr2020.pdf?=0930

	記載内容抜粋
	データを活用した業務の高次元化や付加価値向上を目的に、「初級」「中級」「上級」の3つのスキルレベルに分けた研修制度を2019年度より始めた。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2020年11月16日付ニュースリリース

	公表日
	　　　　2020年11月16日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ホームページ 2020年11月16日付ニュースリリースhttps://www.thk.com/?q=jp/node/21407

	記載内容抜粋
	「OMNIedge」を2020年内に導入予定のユーザー主要装置は約300台、THK自社工場でも同様に約700台の製造装置に導入



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　　2020年6月2日


	発信方法
	アニュアルレポート2019(P9～P10)
https://www.thk.com/sites/default/files/documents/jp_pdf/ir/library/annual/2019/AR2019_complete_J.pdf

	発信内容
	当社グループを取り巻く市場が中長期的に拡大していくことに疑いの余地はありません。デジタルテクノロジーの急速な進展や、地球環境保護機運の高まり、そして先進国における人手不足や長寿命化などのマクロ動態の変化がメガトレンドを形成する中、「5G」「AI・IoT」「CASE」「インダストリー4.0」「自動化・省人化・省エネ化」といった変化のキーワードが表れています。そして、これらのキーワードから、まさにTHKが提供する様々なソリューションが求められており、その成長ポテンシャルは中長期かつ飛躍的なものになっています。そのような中、当社グループではお客様への新たな体験価値を創造すべく、様々な領域で新たなソリューションの提供を加速しています。産業機器事業では、製造業向けIoTサービス「OMNI edge」について、2019年12月18日にLMガイド向けの受注を開始しました。同時にボールねじ向けのトライアル募集も開始するなど、他の機械要素部品への展開を進めるとともに、外部の製造業向けIoT基盤との連携などを進め、より使いやすい仕組みにしていきます。5Gの時代を迎え、インダストリー4.0の環境が整ってくると、自動化、ロボット化がさらに進展し、機械同士が繋がれば繋がるほど、予兆を検知し予防措置をいかに早く講じるかが重要になってきます。そのような中、OMNI edgeは、新しい機械への取付けは勿論のこと、お客様がより心配される現在稼働中の機械に後付けできることが大きなポイントです。さらに、多くのデータを収集、分析することにより、サービス自体の充実に加え、新たな製品の開発やバージョンアップにも活かすことができます。今後はTHK、NTTドコモ、シスコシステムズに加え、大規模インフラの技術力に定評のあるCTCを合わせた4社でこの仕組みを展開していきます。お客様とのコミュニケーションプラットフォーム「Omni THK」においてはECサイトを中心とした短納期サービスである「Fast Delivery」に加え、お客様の製品情報とTHKの製品情報を電子的に結びつける「Your Catalog」、お客様の需要予測とTHKの製造予定の照合による予実管理機能「Forecast」など新たなサービスを展開しています。そして、Omni THKやOMNI edgeなど、IoTやAIなどのデジタル技術を駆使したサービスにより、社会やお客様に対するイノベーションを実現すべく、2020年1月にIOTイノベーション本部を新設し、これらの取り組みを加速しています。さらに、変化の激しい時代を迎え、どれだけ短納期で納品できるかが重要になる中、THK DXプロジェクトを立ち上げ、社内改革による業務のスピードアップを進めています。昨年はSTEP1として、あらゆる部門における定型業務の工数削減を図りました。今後はSTEP2として、STEP1により創出した人員をより付加価値の高い業務へシフトするとともに、販売拡大に向けた施策を展開していきます。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2020年11月頃　～　2020年12月頃


	実施内容
	経済産業省発表の「DX推進指標」を用いた課題把握を適切に行っています。




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　2017年1月頃　～　　2020年12月頃


	実施内容
	代表取締役社長を委員長とする情報セキュリティ委員会が四半期ごとに開催され、セキュリティインシデント、ウイルス対応について情報システム統括部より報告しています。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

